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日本の酪農経営は、国内生乳需要の減少と

乳製品輸入の増加(４頁のレポートを参照)によ

る生産過剰基調に加えて、2007年以降、飼料

価格が高騰したため非常に厳しい状況にあ

る。

08年５月下旬、ある産地で、ここ数年間に

経営規模を拡大した若手酪農家のお話を伺っ

たので紹介したい。

１　経営環境と地域の状況

まず経営環境に関する統計を示す。牛乳生

産費のなかで、飼料費は値上がり前の06年度

においてすでに生産費全体の44％、労働費を

除いた物財費の62％と大きな割合を占めてい

た(「畜産生産費」による都府県の値)。その後、

「農業物価指数」によれば配合飼料(乳用牛飼

育用)の価格は08年８月には05年の年間平均

より39％高くなった。それに対して、生乳の

販売価格は逆に08年４月まで緩やかな低下傾

向が続き、５月以降若干上昇に転じたものの

費用の増加を賄うには程遠い(第１図)。

今回の調査地域には後継者がかなりおり、

酪農家の半数は若手経営者である。しかし経

営環境の悪化から、08年になって22軒あった

酪農家のうち５軒が
(注１)

廃業した。廃業したのは

いずれも高齢者や負債が多い農家であり、規

模を拡大した農家は踏みとどまっている。正

確な経営管理が必要となっており、当地の酪

農家はみな記帳をしているという。

飼料価格の高騰に対応して自給飼料の生産

拡大が望まれるところであるが、この地域で

は自家労働力の制約からすでに限界に近く、

コントラクターも受託の余力がない。また農

地についても、出し手はいるものの、機械の

コストを考慮すると地代が高く見合わない。

自給飼料にかかる新しい補助金は役立ってい

るが、手続きの煩雑さが問題である。

２　Ａさん

Ａさんは父親の代から続く酪農家である。

現在、乳用牛100頭(経産牛65頭、未経産牛35

頭)を飼養している。労働力については、正規

雇用賃金を支払う余裕はなく、夫婦２人が基

本であるが、現在は研修生(１人)にも依存し

ている。

かつての飼養頭数は30頭であったが、老朽

化した牛舎の移転を機に05年に規模拡大を図

った。その結果、現在の牛舎では経産牛80頭

まで飼養が可能となった。規模拡大に際して

は、農林漁業金融公庫(当時、08年10月以降は

日本政策金融公庫)のスーパーL資金(農業経営

基盤強化資金)７千万円を借り入れて建物、機

械、堆肥舎などに当てた。借入金を返済する

にはこの程度の経営規模が必要であり、フリ
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ーストールにするには１億円近くの投資が必

要であった。

ところが規模拡大の翌年(06年)から生産調

整(減産計画)が開始され、生産ひいては設備

稼働率の抑制を余儀なくされた。そこに07年

からの飼料価格高騰が加わり、経営収支を圧

迫している。飼料価格は配合飼料だけでなく、

牧草も大幅に上昇し
(注２)

ている(第１図)。しかし

飼料の質を落とすことはできない。牛や乳質

に跳ね返るためである。さらに借入金の返済

も毎年１千万円程度行っている。

Aさんは経営規模の拡大に合わせて自給飼

料の生産も拡大した。農地は３km圏内の高齢

化した農家から借りている。現在はデントコ

ーンを4.5haで２期作、イタリアングラスを６

ha、その他に父親が作る水田4.7haの稲藁も使

用している。しかし草刈などの管理が必要な

ため、これ以上の拡大は難しいという。

３　Ｂさん

Ｂさんは現在、乳用牛107頭(搾乳牛62頭、

乾乳牛５頭、育成牛40頭)を飼養している。家

の牛舎が台風で傾いたため06年に新築し、そ

れと同時に経営規模を拡大した。

投資資金の調達はスーパーＬ資金による。

借入申請の時期は、牛乳の生産調整が導入さ

れる直前であった。その後、生産調整により

返済が難しくなるためＬ資金の融資は行われ

なくなった。一方で、その前にＬ資金を借り

入れたＢさん(Ａさんも)は、利子負担の減免
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を望んでいるも
(注３)

のの、融資条件の変更は認め

られていない。ただしＢさんは返済の頻度に

ついては、年１回の返済時期(12月)が地代の

支払いなどと重なることもあり、月払いに変

更してもらい平準化を図った。

自給飼料については、デントコーンを６ha

で２期作、水田の裏作でイタリアングラスを

1.2ha、および稲藁を利用し、粗飼料の購入を

減らしている。トウモロコシの収穫などはコ

ントラクターを利用している。

Ｂさんは06年に経営規模を拡大したため、

投資計画における想定乳価をＡさんよりも低

く見積もっており、その分だけ計画の狂いは

少ない。しかし飼料価格の高騰は想定外であ

った。燃料(第１図)や肥料の値上がりも負担

となっている。そのうえ来年からは借入金の

返済が始まるため、一番厳しい時期となる。

４　今後の見込み

減産や飼料値上がりの前に経営規模を拡大

した酪農家は、大きな負債を抱えながら予想

外の減収に遭ってきわめて厳しい状況にあ

る。

今後は、08年７月以降における穀物の国際

価格の低下が飼料価格に順次反映され、また

09年３月から生乳価格が引き上げの方向にあ

ることから、来年以降の経営環境は現状より

改善する見込みである。

しかしいったん悪化した経営が回復するに

は、牛が一回転するまでの３～４年はかかる。

負債も勘案して、規模拡大した農家は今後５

年間が勝負になるとのことであった。

このような積極的に経営規模を拡大した若

手の担い手が、酪農を継続できる環境を整備

する必要があるのではないか。

（ひらさわ　あきひこ）

（注１）その後、10月上旬までに10軒に達した。
（注２）主な輸入先である米国でトウモロコシへの
作付転換が進んだことや、海上運賃の上昇による。
値上がりに対する価格補填制度がなく農家の負担
が大きい。(９月22日付、日本農業新聞)

（注３）酪農に限らず、07年４月以降に融資が決定
されたL資金については、農山漁村振興基金から
の利子助成の拡充により実質無利子での借入が可
能となっている(日本政策公庫Webサイト)。


